
介護予防支援及び介護予防ケアマネジメント（契約書別紙 兼 重要事項説明書） 

 
 社会医療法人 新潟勤労者医療協会（指定介護予防支援事業者・地域包括支援センター設置者）（以下「事業者」といい

ます。）は，          様（以下「利用者」といいます。）に対して介護予防支援及び介護予防ケアマネジメン

ト（以下「介護予防支援等」といいます。）を提供します。事業所の概要や提供されるサービスの内容，契約上ご注意いた

だきたいことを次のとおり説明します。 

１ 事業者 
（１）法人名      社会医療法人 新潟勤労者医療協会 
（２）法人所在地    新潟市秋葉区東金沢１４５９番地１ 
（３）電話番号     ０２５０－２４－５１７０ 
（４）代表者名     理事長 五十嵐 修 
（５）設立年月     昭和２９年２月１９日 
２ 事業所の概要 

（１）事業所の種類   指定介護予防支援事業所・地域包括支援センター 

（２）事業所の名称   新潟市地域包括支援センターふなえ 
            市指定年月日  平成１８年４月１日 
            市指定事業所番号 １５００１０００７６ 
（３）事業所の所在地  新潟市中央区入船町３丁目３６２９番地１ 
（４）電話番号     ０２５－２２９－３６００ 
（５）責任者氏名    坂井 詩織 
（６）事業所の運営方針 

公益性･･･市の介護・福祉行政の一翼を担う公益的な機関として，公正で中立性の高い事業運営を行います。 
地域性･･･地域の介護サービス提供体制を支える中核的な存在となるよう，地域包括支援センター運営協議会など，さま

ざまな機会を通じて，地域が抱える課題の解決に積極的に取り組みます。 
協動性･･･職員相互で常に情報を共有して，チームとなって業務に取り組みます。また，地域の中に積極的に入り，地域

福祉を支える様々な関係者と連携を図ります。 
３ 職員の勤務体制 
 ＜主な職員の配置状況＞ 
 

保健師等 社会福祉士 主任介護支援専門員 合計 

1 1 1 
５．０ 

２ 

機能強化事業担当職員は１名を配置することとし、協議により最大２名の配置が可能です。 

４ 事業所の事業実施区域及び営業時間 
（１）通常の事業の実施区域   寄居･新潟柳都中学校区 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）営業日及び営業時間 
 
 
 
 
※上記以外の時間帯に，緊急を要する事態が起きた場合などは，０２５－２２９－３６００にて 24 時間対応いたします。 
５ 事業所が提供するサービス 
 事業所は，介護予防支援等として次のサービスを提供します。 
（１） 介護予防サービス・支援計画の作成 

利用者のご自宅を訪問し，ご希望などお話をお伺いしながら心身の状態や取り巻く環境を把握した上で，ご本人ができる
ことはできる限り本人が行うことを基本としつつ，介護予防サービス又は介護予防・生活支援サービス（以下「介護予防サ
ービス等」といいます。），保健医療サービス，地域におけるボランティア活動など，利用者の希望を勘案した介護予防サ
ービス・支援計画を作成するとともに，介護予防サービス等を提供する事業者（以下「介護予防サービス等事業者」といい
ます。）との連絡調整をします。 
 

旭町通 1 番町の一部.2 番町・礎町通 1～6 ノ町・上 1 ノ町・営所通 1.2 番町・北大畑町・北多門町・北浜
通 1.2 番町・下旭町・下大川前通 1～7 ノ町・新島町通 1～5 ﾉ町・田中町・月町・寺裏町 2 番町・中大畑
町・西厩島町・西大畑町・西中町・花町・東厩島町・東大畑通 1.2 番町・二葉町 1～3 丁目・秣川岸通 1.2
丁目・南大畑町・南多門町・南浜通 1.2 番町・南横堀町・雪町・寄居町・相生町・北毘沙門町・住吉町・
豊照町・並木町・西湊町通 1～4 ﾉ町・東湊町通 1～4 ﾉ町・船場町 1.2 丁目・本間町 1～3 丁目・見方町・
湊町通 1～4 ﾉ町・南毘沙門町・柳島町 1～4 丁目・芳町・曙町・横六番町・四ツ屋町 1～3 丁目・祝町・
浮洲町・烏帽子町・翁町 1.2 丁目・寄附町・窪田町 1～7 丁目・寿町 1.2 丁目・栄町 1～3 丁目・菅根町・
寺山町・西受地町・東受地町・元祝町・夕栄町・横七番町通 1～5 丁目・寄合町・赤坂町 1～3 丁目・稲
荷町・入船町 1～6 丁目・海辺町 1.2 番町・魁町・田町 1～3 丁目・忠蔵町・附船町 1～3 丁目・艀川岸町・
早川町 1～3 丁目・東入舟町・雲雀町・船見町 1.2 丁目・松岡町・緑町・室町 1.2 丁目・元下島町・山田
町 1.2 丁目・上大川前通６～12 番町・川端町 6 丁目・水道町 2 丁目・西船見町の一部・西堀通 4～11 番
町・西堀前通 6～11 番町・東中通 2 番町・東堀通 6～13 番町・東堀前通 6～１１番町・古町 6～13 番町・
本町 6～１4 番町 



＜表１ 利用するサービスとケアマネジメントの類型＞ 

利用するサービス ケアマネジメントの類型 

介護予防サービス 

※介護予防・生活支援サービスを併用する場合を含む 
介護予防支援 

介護予防・生活支援サービスのうち，指定事業者によるサ

ービス（介護予防相当サービス，基準緩和サービス） 

※短期集中予防サービス，住民主体の訪問型生活支援等を 

併用する場合を含む） 

ケアマネジメントＡ 

（原則的な介護予防ケアマネジメント） 

短期集中予防サービス 
ケアマネジメントＢ 

（簡略化した介護予防ケアマネジメント） 

住民主体の訪問型生活支援，一般介護予防事業，保険外サ

ービス等 

ケアマネジメントＣ 

（初回のみの介護予防ケアマネジメント） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

   （２）介護予防サービス・支援計画作成後の便宜 
● 利用者及び家族，介護予防サービス等事業者などとの連絡を継続的に行い，介護予防サービス・支援   
  計画の実施状況を把握します。 
● 介護予防サービス・支援計画の目標に沿ってサービスが提供されるよう，介護予防サービス等事業者 
  等との連絡調整やその他の便宜を提供します。 
● 利用者が介護予防サービス・支援計画の変更を希望した場合，または地域包括支援センターが介護予 
  防サービス・支援計画の変更が必要と判断した場合は，利用者と地域包括支援センター双方の合意に 

   基づき介護予防サービス・支援計画を変更します。 
（３）介護予防小規模多機能型居宅介護事業所への紹介 
   「通い」を中心に，「訪問」「泊まり」を組み合わせた介護予防サービス・支援計画作成からサービス   
   提供までを行なう事業所を必要時には紹介し在宅生活が継続できるよう支援します。    
（４）要支援・要介護認定の申請に係る援助 
   利用者の意思を踏まえて，要支援認定の更新申請等について必要な援助を行います。また，要支援  
   認定を受けている利用者が，要介護認定を受けた場合には居宅介護支援事業者，小規模多機能型居宅  
   介護事業所と連携を図り，居宅サービス計画の作成に必要な情報を提供するなど便宜を図ります。 
（５）介護保険施設等への紹介 
   利用者が居宅において日常生活を営むことが困難になった場合や，介護保険施設等へ入所（入院）を  
   希望する場合には，要介護認定に係る申請について必要な支援や介護保険施設等への紹介その他必要   
   な便宜を提供します。 

６ 利用者に提供する介護予防支援等業務の一部を居宅介護支援事業者に委託する場合 
    事業者が，利用者に提供する介護予防支援等業務の一部を居宅介護支援事業者に対して委託する場合に  
   は，事業者の担当職員に代わり，委託を受けた居宅介護支援事業者の介護支援専門員が，介護予防サービ 
   ス・支援計画の作成などの介護予防支援等業務を行うこととします。 

＜表２ ケアマネジメントの流れ＞ 

 介護 

予防 

支援 

ケアマネジメント 

Ａ Ｂ Ｃ 

① 利用申込み・契約締結 

利用申し込みをいただきますと，担当職員がご自宅を訪問し，介護予防支援等の内容を説明します。

同意していただきましたら必要な書類を記入していただいて，契約を締結します。 

○ ○ ○ ○ 

② 介護予防サービス・支援計画原案の作成 

計画作成担当職員がご自宅を訪問し，お話やご希望などをお聞きした上で，利用者の解決すべき課

題を把握し，介護予防サービス・支援計画原案を作成します。 

○ ○ ○ ○ 

③ サービス担当者会議の開催 

介護予防サービス等の実施に必要な関係者で構成されるサービス担当者会議を開催して，利用者の

介護予防サービス・支援計画原案について専門的な意見を求めます。 

○ ○ × × 

④ 介護予防サービス・支援計画書の交付 

介護予防サービス・支援計画書について，利用者又は家族に説明し同意を得た後で，介護予防サー

ビス・支援計画書を交付します。 

○ ○ ○ ○ 

⑤ 介護予防サービス等の提供 

介護予防サービス・支援計画に基づき適切にサービスが提供されているか，また利用者の心身の状

態に変化がないかなど，利用者や介護予防サービス等事業者に対して確認を行い，また必要に応じ

て利用者宅を訪問して介護予防サービス・支援計画の実施状況の把握を行います。 

○ ○ × × 

⑥ 評価 

計画の達成状況について評価を行います。 
○ ○ ○ × 

⑦ 給付管理 

介護予防サービス等の利用実績を確認し，介護報酬請求に関する書類の作成を行います。 
○ ○ × × 



 ● 事業者から，利用者に対する介護予防支援等業務の一部について委託を受けた居宅介護支援事業者 

   居宅介護支援事業者名（法人名）                   

   居宅介護支援事業者の所在地                     

   居宅介護支援事業所名                        

   居宅介護支援事業所の所在地                     

   県指定事業所番号                          

 ● 委託を行う業務内容の範囲 

 「５ 事業者が提供するサービス」の（1）＜表２ ケアマネジメントの流れ＞の②から（5）のサービス内容を， 

  事業者から業務委託を受けた居宅介護支援事業者の介護支援専門員が行います。 
７ 介護予防サービス・支援計画作成を担当する職員 
（１）利用者へ介護予防サービス・支援計画作成等を担当する職員は次のとおりです。ご不明な点やご要望など 
  ありましたら何でもお申し出ください。 
 
（２）担当職員（業務委託する場合は介護支援専門員）の交替 

事業者（業務委託する場合は居宅介護支援事業所）の都合により，担当職員（業務委託する場合は介護支援 
専門員）を交替することがあります。担当職員等が交替する場合には，利用者に対してサービス利用上の不利 
益が生じないよう十分に配慮するものとします。 

８ 利用料金について 
利用者が介護予防支援等を利用した場合の利用料は次のとおりですが，原則としてその全額が介護保険から 

給付されるため，利用者負担はありません。 
ただし，利用者の介護保険料の滞納などで，事業者が介護保険からサービス利用料金に相当する給付を受領 

することができない場合は，下記のサービス利用料金の全額を一旦お支払いください。 

（１）介護予防支援に係る利用料（１か月当たり） 

  ①介護予防サービス・支援計画作成（基本報酬分）    ４，５１２円 

  ②初回加算分※1            ３，０６３円 

  ③委託連携加算分※2               ３，０６３円 

（２）ケアマネジメントＡ（原則的な介護予防ケアマネジメント）に係る利用料（１か月当たり） 

  ①介護予防サービス・支援計画作成（基本報酬分）    ４，５１２円 

  ②初回加算分※1            ３，０６３円 

  ③委託連携加算分※2               ３，０６３円 

（３）ケアマネジメントＢ（簡略化した介護予防ケアマネジメント）に係る利用料（１か月当たり） 

  ①介護予防サービス・支援計画作成（基本報酬分）    ２，１９５円 

  ②初回加算分※1            ３，０６３円 

  ③委託連携加算分※2               ３，０６３円 

（４）ケアマネジメントＣ（初回のみの介護予防ケアマネジメント）に係る利用料（計画作成時のみ） 

  ①介護予防サービス・支援計画作成（基本報酬分）    ３，０６３円 

※1「初回加算」…新規に介護予防ケアマネジメントを実施する場合，介護予防ケアマネジメントの実施が終了 

 して 2 月以上経過した後に，介護予防ケアマネジメントを実施する場合 

※2「委託連携加算」…指定居宅介護支援事業所に委託する場合、初回に限り加算 
 

９ サービスの終了 
 契約の有効期間であっても，利用者の都合により利用契約を解約することができます。その場合には，すみや   
かに次の連絡先までご連絡ください。 

   新潟市地域包括支援センターふなえ 電話番号  ０２５－２２９－３６００ 

（業務の委託を受けている場合は追加してください） 

   居宅介護支援事業所名：                         

                     電話番号              
１０ 事故発生時の対応 

 介護予防支援等の提供により，事故が発生した場合には，すみやかに利用者の家族，医療機関，委託 

先の居宅介護支援事業所，市町村等に連絡を行うとともに，必要な措置を講じます。 

１１ 苦情相談窓口 

 事業者の苦情相談窓口は，次のとおりです。事業者が提供した介護予防支援等に関する苦情だけでなく 



事業者（事業所）が作成した介護予防サービス・支援計画に位置付けられた，介護予防サービス等に関する苦情  

も遠慮なくお申し出ください。 

苦情相談窓口 新潟市地域包括支援センターふなえ 

担当者 坂井 詩織 

連絡先（電話番号） ０２５－２２９－３６００ 

 あなたが利用する介護予防サービス等に関する苦情は，次の機関にも申し出ることができます。 

苦情受付機関 連絡先（電話番号） 

新潟市福祉部介護保険課 ０２５－２２６－１２７３ 

新潟市中央区健康福祉課 ０２５－２２３－７２１６ 

新潟県国民健康保険団体連合会 ０２５－２８５－３０２２ 

 

    年  月  日 

 

 サービスの提供開始にあたり，上記のとおり説明しました。 

              （事業者） 所在地   新潟市秋葉区東金沢 1459 番地 1     

                    事業者名 社会医療法人 新潟勤労者医療協会  

                    代表者職・氏名 理事長 五十嵐 修    

                  
                    説明者職・氏名              

 

 事業者より上記内容について説明を受け，同意しました。また，この文書が契約書の別紙（一部）  

となることについても同意します。 

（利用者） ご住所 新潟市中央区            

      お名前                  

（代理人） ご住所                  

      お名前                  

（立会人） ご住所                  

      お名前                  

 

※注（立会人）欄には，本人とともに契約内容を確認し，緊急時などに利用者の立場に立って事業者との連絡調整等を  
 行える方がいる場合に記載してください。なお，立会人は，契約上の法的な義務等を負うものではありません。 

 


